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【手続補正書】
【提出日】平成28年5月27日(2016.5.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コーティング装置であって、
　コーティング適用ユニットであって、
　　移動制限構造、
　　流体アプリケータ、
　　空気ノズルを含む、コーティング適用ユニットと、
　回転機構と、
　前記コーティング適用ユニットおよび前記回転機構の少なくとも一方を互いに対して移
動させるように構成された軸方向移動機構とを備える、コーティング装置。
【請求項２】
　前記コーティング適用ユニットが静止したままであり、前記回転機構が移動する、請求
項１に記載のコーティング装置。
【請求項３】
　前記流体アプリケータに流体連通した流体タンクをさらに備える、請求項１～２のいず
れか１項に記載のコーティング装置。
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【請求項４】
　前記回転機構が、薬物溶出バルーンカテーテルを回転させるように構成されている、請
求項１～３のいずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項５】
　前記移動制限構造が、前記薬物溶出バルーンカテーテルが前記回転機構によって回転さ
れるときに前記薬物溶出バルーンカテーテルの横方向の移動を防止する、請求項１～４の
いずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項６】
　前記移動制限構造が、前記薬物溶出バルーンカテーテルを取り囲む通路を画定している
、請求項１～５のいずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項７】
　前記移動制限構造が、径方向に連続的に前記移動制限構造によって取り囲まれた通路を
画定している、請求項１～６のいずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項８】
　前記移動制限構造が、径方向に不連続的に前記移動制限構造によって取り囲まれた通路
を画定している、請求項１～６のいずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項９】
　前記移動制限構造が、第１の本体部材および第２の本体部材を備え、前記第１の本体部
材が、通路の第１の部分を画定し、前記第２の本体部材が、通路の第２の部分を画定し、
前記第１の本体部材および前記第２の本体部材が、バルーンが前記通路の所定の位置にロ
ックされた閉じた位置と前記バルーンが解放された開いた位置との間で回動するように構
成されている、請求項１～８のいずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項１０】
　前記第１の本体部材および前記第２の本体部材が、１つの軸を中心に一緒に回動する、
請求項９に記載のコーティング装置。
【請求項１１】
　前記軸方向移動機構が、水平方向の移動をもたらす、請求項１～７または９－１０のい
ずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項１２】
　前記軸方向移動機構が、垂直方向の移動をもたらす、請求項１～７または９－１１のい
ずれか１項に記載のコーティング装置。
【請求項１３】
　コーティングする方法であって、
　バルーンを備える薬物溶出バルーンカテーテルを回転機構を用いて回転させるステップ
と、
　前記バルーンを、前記バルーンの横方向の移動を制限する通路を画定する移動制限構造
に接触させるステップと、
　流体アプリケータを用いて前記バルーンの表面にコーティング液を適用するステップと
、
　前記バルーンの表面を流体分散バーに接触させるステップと、
　ガス流を前記バルーンの前記表面に吹き付けるステップとを含む、方法。
【請求項１４】
　前記薬物溶出バルーンカテーテルを１００～４００ｒｐｍの速度で回転させる、請求項
１３に記載の方法。
【請求項１５】
　流体アプリケータを用いて前記バルーンの前記表面にコーティング液を適用する前記ス
テップが、前記バルーンの前記表面と前記流体アプリケータとの間の直接の接触によって
達成される、請求項１３～１４のいずれか１項に記載の方法。
 
【手続補正２】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　この概要は、本出願の教示の一部の概説であり、本主題の排他的または包括的な解決策
であることを意図するものではない。さらなる詳細は、詳細な説明および添付の特許請求
の範囲に示されている。他の態様は、当業者であれば、以下の詳細な説明を読んで理解し
、かつ本明細書の一部を構成する図面を見れば明らかであろう。以下の詳細な説明および
図面はそれぞれ、限定の意味でとるべきではない。本発明の範囲は、添付の特許請求の範
囲およびその法的均等物によって規定される。
本願明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　コーティング装置であって、
　コーティング適用ユニットであって、
　　移動制限構造、
　　流体アプリケータ、
　　空気ノズルを含む、コーティング適用ユニットと、
　回転機構と、
　前記コーティング適用ユニットおよび前記回転機構の少なくとも一方を互いに対して移
動させるように構成された軸方向移動機構とを備える、コーティング装置。
（項目２）
　前記コーティング適用ユニットが静止したままであり、前記回転機構が移動する、項目
１および３～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目３）
　前記回転機構が静止したままであり、前記コーティング適用ユニットが移動する、項目
１～２および４～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目４）
　前記回転機構が電気モータを含む、項目１～３および５～２２のいずれか１項に記載の
コーティング装置。
（項目５）
　前記流体アプリケータに流体連通した流体タンクをさらに備える、項目１～４および６
～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目６）
　前記流体タンクおよび前記流体アプリケータに流体連通した流体ポンプをさらに備える
、項目１～５および７～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目７）
　前記流体ポンプおよび前記回転機構を制御するように構成された制御装置をさらに備え
る、項目１～６および８～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目８）
　前記流体アプリケータがポリマーチューブを含む、項目１～７および９～２２のいずれ
か１項に記載のコーティング装置。
（項目９）
　前記流体アプリケータが、湾曲部分およびオリフィスを有するシャフトを備え、前記シ
ャフトの前記湾曲部分が、前記オリフィスと前記シャフトの遠位端部との間に位置する、
項目１～８および１０～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目１０）
　前記回転機構が、薬物溶出バルーンカテーテルを回転させるように構成されている、項
目１～９および１１～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目１１）
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　前記コーティング適用ユニットが、流体分散バーをさらに含む、項目１～１０および１
２～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目１２）
　前記移動制限構造が、前記薬物溶出バルーンカテーテルが前記回転機構によって回転さ
れるときに前記薬物溶出バルーンカテーテルの横方向の移動を防止する、項目１～１１お
よび１３～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目１３）
　前記移動制限構造が、前記薬物溶出バルーンカテーテルを取り囲む通路を画定している
、項目１～１２および１４～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目１４）
　前記移動制限構造が、前記バルーンが膨張した状態であるときに前記薬物溶出バルーン
カテーテルのバルーンを取り囲むのに十分なサイズを有する通路を画定している、項目１
～１３および１５～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目１５）
　前記移動制限構造が、径方向に連続的に前記移動制限構造によって取り囲まれた通路を
画定している、項目１～１４および１６～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置
。
（項目１６）
　前記移動制限構造が、径方向に不連続的に前記移動制限構造によって取り囲まれた通路
を画定している、項目１～１５および１７～２２のいずれか１項に記載のコーティング装
置。
（項目１７）
　前記移動制限構造が、第１の本体部材および第２の本体部材を備え、前記第１の本体部
材が、通路の第１の部分を画定し、前記第２の本体部材が、通路の第２の部分を画定し、
前記第１の本体部材と前記第２の本体部材とが、少なくとも３ミリメートルの距離互いに
離間している、項目１～１６および１８～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置
。
（項目１８）
　前記移動制限構造が、第１の本体部材および第２の本体部材を備え、前記第１の本体部
材が、通路の第１の部分を画定し、前記第２の本体部材が、通路の第２の部分を画定し、
前記第１の本体部材および前記第２の本体部材が、バルーンが前記通路の所定の位置にロ
ックされた閉じた位置と前記バルーンが解放された開いた位置との間で回動するように構
成されている、項目１～１７および１９～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置
。
（項目１９）
　前記第１の本体部材および前記第２の本体部材が、１つの軸を中心に一緒に回動する、
項目１～１８および２０～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目２０）
　前記第１の本体部材および前記第２の本体部材が、互いに独立して回動する、項目１～
１９および２１～２２のいずれか１項に記載のコーティング装置。
（項目２１）
　前記軸方向移動機構が、水平方向の移動をもたらす、項目１～２０および２２のいずれ
か１項に記載のコーティング装置。
（項目２２）
　前記軸方向移動機構が、垂直方向の移動をもたらす、項目１～２１のいずれか１項に記
載のコーティング装置。
（項目２３）
　コーティング装置であって、
　コーティング適用ユニットであって、
　　流体アプリケータ、
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　　流体分散バー、
　　空気ノズルを含む、コーティング適用ユニットと、
　回転機構と、
　前記コーティング適用ユニットを前記回転機構に対して移動させるように構成された軸
方向移動機構とを備える、コーティング装置。
（項目２４）
　前記コーティング適用ユニットが、移動制限構造をさらに備える、項目２３に記載のコ
ーティング装置。
（項目２５）
　コーティングする方法であって、
　バルーンを備える薬物溶出バルーンカテーテルを回転機構を用いて回転させるステップ
と、
　前記バルーンを、前記バルーンの横方向の移動を制限する通路を画定する移動制限構造
に接触させるステップと、
　流体アプリケータを用いて前記バルーンの表面にコーティング液を適用するステップと
、
　前記バルーンの表面を流体分散バーに接触させるステップと、
　ガス流を前記バルーンの前記表面に吹き付けるステップとを含む、方法。
（項目２６）
　前記薬物溶出バルーンカテーテルを１００～４００ｒｐｍの速度で回転させる、項目２
５および２７～２９のいずれか１項に記載の方法。
（項目２７）
　前記流体アプリケータを、前記薬物溶出バルーンカテーテルの長手方向軸に沿って移動
させるステップをさらに含む、項目２５～２６および２８～２９のいずれか１項に記載の
方法。
（項目２８）
　前記流体アプリケータ、前記流体分散バー、および前記移動制限構造を、前記薬物溶出
バルーンカテーテルの前記長手方向軸に沿って移動させるステップをさらに含む、項目２
５～２７および２９のいずれか１項に記載の方法。
（項目２９）
　流体アプリケータを用いて前記バルーンの前記表面にコーティング液を適用する前記ス
テップが、前記バルーンの前記表面と前記流体アプリケータとの間の直接の接触によって
達成される、項目２５～２８のいずれか１項に記載の方法。
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